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ドイツ倫理委員会が示す未来への責任

代表取締役専務　岡山　信夫

ドイツでは、 メルケル首相による委託により 2011 年 4 月 4 日から 5 月 28 日まで設置された 「安全

なエネルギー供給に関する倫理委員会」 （以下倫理委員会） による答申に基づき、 脱原発の方針が

決定され、 2011 年 7 月 8 日に成立した脱原発法により、 2022 年までにすべての原発 （17 基） が停

止される。

倫理委員会による答申には、 福島原発事故の惨状に直面しているわが国こそが国民レベルで議論

を尽くすべき課題とその解決の方向性が示されている。

答申は、 リスクの問題を単に技術的な側面へと狭めてしまうことは、 全体的な考察や包括的な考量

という要求からすれば正しくない、 と指摘したうえで、 「原発のリスクは、 実際に起こった事故の経験か

ら導き出すことはできない。 なぜなら、 原子力事故は、 それが最悪のケース （worst case） の場合に

どんな結果になるかは未知であり、 また、 評価がもはやできないからである。 その結果は、 空間的に

も時間的にも社会的にも限界づけることができない。 ここから当然の帰結として、 被害事例を除去する

ために、 原子力技術をもはや使用すべきではない、 ということになろう」 と結論付けている。

一方でわが国の対応はどうか。 6 月 8 日、 野田総理は、 「国政を預かるものとして、 人々の日常の

暮らしを守るという責務を放棄することはできない」 とし、 「国民の生活を守るために、 大飯発電所 3、

4 号機を再起動すべきだというのが私の判断だ」 と述べた。 あわせて、 「夏場限定の再稼働では、

国民の生活は守れない」 との見解を示し、期間を限定した再稼働ではないことを、明確に表明された。

また、 「国民の生活を守る」 という言葉には、 二つの意味があるとし、 第一は 「福島のような事故は

決して起こさないということ」、 第二は 「計画停電や電力料金の大幅な高騰といった日常生活への悪

影響をできるだけ避けるということ」 だという。 そのために、 大飯原発を期間限定としないで再稼働さ

せる、 というのである。

しかし、 第一の意味と原発再稼働とは、 どのように考えても矛盾しているとしか言いようがない。 さき

のドイツ倫理委員会答申が指摘しているとおり、 原発事故は、 設定された限界を超えるような出来事

が発生することを前提とせざるをえず （テロの脅威や飛行物落下のリスクもある）、 「事故を決しておこ

さない」 ためには原発を止めるしかないのである。

また、 第二の意味で 「国民の生活を守る」 ために原発再稼働が必要との主張も、 何故夏季限定

では不可なのか根拠がない。 ドイツが 「…これらの原理の上に整備されたエネルギー供給は、 国際

的競争力を持った経済や、また国内の雇用や生活水準や社会平和にとっての、長期的な基盤である」

として脱原発を選択していることをしっかり見るべきだ。

本年 3 月、 倫理委員会委員でベルリン自由大学教授のミランダ ・ A. シュラーズさんに島根でお会

いする機会を得、 ドイツの脱原発方針決定過程で経済界の反対はなかったか、 と尋ねてみた。 彼女

の答は、 経済界も 「将来への投資」 として一致している、 「（原発事業から撤退した） シーメンスを見

てください」 というものであった。

将来にわたって国民の安全を守っていく方策を選択することこそが、 今を生きる我々の責任である。
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